
居住費・食費の負担限度額について 

 

施設サービス（特別養護老人ホーム・介護老人保健施設等）や短期入所サービスを利用

した場合の居住費（滞在費）・食費について、所得の低い方の利用が困難とならないよう、

「負担限度額」が設定されています。 

○ 「利用者負担段階」が第１段階から第３段階②の方について、申請すると「介護保険負担限度

額認定証」が交付されます。 

○ 「介護保険負担限度額認定証」を提示することで、下表の「負担限度額」までの自己負担とな

り、超えた分は「特定入所者介護サービス費」として介護保険から給付されます。  

○ 通所介護(デイサービス)、通所リハビリテーション(デイケア)、有料老人ホーム、サービス付

き高齢者向け住宅、ケアハウス、認知症グループホーム等を利用した際の食費・居住費につい

ては、軽減の対象にはなりません。 

 

 

 

 

 

■負担限度額（１日当たり）※昨年との変更は下線部 

第
４
段
階

上記以外 負担軽減なし

１，３７０円
（８８０円）

４３０円

第
３
段
階
②

本人及び世帯全員が市民税非課税で、
本人の合計所得金額＋課税年金収入額
＋非課税年金収入額が１２０万円超か
つ、預貯金等の合計が５００万円（夫婦は
１，５００万円）以下の人

１，３００円 １，３６０円 １，３７０円 １，３７０円
１，３７０円
（８８０円）

４３０円

第
３
段
階
①

本人及び世帯全員が市民税非課税で、
本人の合計所得金額＋課税年金収入額
＋非課税年金収入額が８０万円超１２０
万円以下かつ、預貯金等の合計が５５０
万円（夫婦は１，５５０万円）以下の人

１，０００円 ６５０円 １，３７０円 １，３７０円

５５０円
（３８０円）

０円

第
２
段
階

本人および世帯全員が市民税非課税で、
本人の合計所得金額＋課税年金収入額
＋非課税年金収入額が８０万円以下か
つ、預貯金等の合計が６５０万円（夫婦は
１，６５０万円）以下の人

６００円 ３９０円 ８８０円 ５５０円
５５０円
（４８０円）

４３０円

第
１
段
階

・本人および世帯全員が市民税非課税
　で、老齢福祉年金の受給者
・生活保護の受給者

３００円 ３００円 ８８０円 ５５０円

 

食費の負担限度額 居住費等の負担限度額

短期入所
サービス

施設
サービス

ユニット型
個室

ユニット型

個室的多床室
従来型個室 多床室

 

 

 

 

・第１～３段階②については、配偶者が市民税非課税であること（世帯が同じかどうかは問わない）。 

・６５歳未満の人は、収入等に関係なく、預貯金等の合計が１，０００万円(夫婦は２，０００万円）以下であること。 

別紙 1 

 

物価高騰に伴う在宅生活者との負担の均衡を図る観点から、居住費が１日当たり６０円引き上げら

れます。それに伴い負担限度額も同額分引き上げられます。ただし、従来から負担限度額を０円とし

ている利用者負担第１段階の多床室利用者については、変更はありません。 

見直し（令和６年８月から） 

※介護老人福祉施設と(介護予防)短期入所生活介護を利用した場合の負担限度額は、（ ）内の金額となります。 



 「利用者負担段階」の決まり方 

スタート 

 
 
・利用者負担が第４段階であっても、その世帯の人数が２人以上であり、その中のどなたかが施設に入所した場合 

 で、世帯の年間収入から施設の利用者負担（１割負担、食費、居住費等）を除いた額が８０万円以下であり、 

 預貯金等の額が４５０万円以下など一定の要件を満たす場合には、利用者負担段階の第３段階②が適用されます。   

 

 

 

  

   

申請は本人のほかに、家族でもできます。申請の際に本人および配偶者の預貯金通帳等の写し（原

則、申請日から２か月前までの期間のもの）の添付が必要です。 

 

 

 

  申請内容について審査したうえ、承認（第１段階～第３段階②）または、不承認の結果の通知が

郵送されます。記載内容に誤りがないか確認してください。 

  承認された方については、介護保険負担限度額認定証について同封されておりますので、対象と

なるサービスを利用する際に施設に提示してください。 

特定入所者介護サービス費を利用するには、負担限度額認定の申請が必要です。 

① 小松市役所長寿介護課の窓口に申請します。 

② 審査結果が郵送されます。 

はい いいえ

いいえ  はい

いいえ  はい

いいえ はい

はい いいえ

本人の合計所得金額＋課税年金収入額＋非課税年金収入額が８０万円以下かつ、

預貯金等の合計が６５０万円（夫婦は１，６５０万円）以下ですか？ いいえ

はい

本人の合計所得金額＋課税年金収入額＋非課税年金収入額が８０万円超１２０万円以下

かつ、預貯金等の合計が５５０万円（夫婦は１，５５０万円）以下ですか？ いいえ

はい

本人の合計所得金額＋課税年金収入額＋非課税年金収入額が１２０万円超かつ、

預貯金等の合計が５００万円（夫婦は１，５００万円）以下ですか？ いいえ

はい

利用者負担

第３段階②

利用者負担

第４段階

「介護保険負担限度額認定証」が交付されます。
長寿介護課の窓口へ申請してください。

生活保護を受けていますか？

市民税がかかっていますか？

同じ世帯に市民税がかかっている人がいますか？

配偶者（世帯が同じかどうかは問わない）は市民税がかかっていますか？

老齢福祉年金を受給していますか？

利用者負担

第１段階

利用者負担

第２段階

利用者負担

第３段階①

かった人を救済する制度です。老齢基礎年金、老齢厚生年金と異なります。 

国民年金が発足した際に拠出年金を受け取るための受給資格を満たせな 

老齢福祉年金とは 


